
R5 竹田市コミュニティ再構築支援業務 

 

 仕 様 書 

 

1. 業務委託名 

R5 竹田市コミュニティ再構築支援業務 

 

2. 趣旨・目的 

竹田市では、令和 2年 12月より策定されている竹田市地域コミュニティモデル地区

形成ビジョン（以下、ビジョン）に基づき、各地区における地域運営組織の形成支援を

はじめ、市民による自律的な地域運営の実現に向けて支援を行っている。 

ビジョンには、令和６年度までに概ね３つのモデル地区の形成を目指し、モデル地区

での検証を行うことを掲げている。 

しかし、少子高齢化など地域コミュニティを取り巻く環境は変化し、つながりの希薄

化や地域活動の担い手不足などの課題が見られる一方、複雑・多様化した地域課題にき

め細かく対応していくことが不可欠となっており、それぞれの地域活動の運営レベル

や地域実情に応じた支援が必要となることから、事業の推進に苦慮しているところで

ある。 

そこで、設立しているモデル地区においては、効率的な地域運営を目指すためにデジ

タルツールの活用を目的とした導入支援を行い、地域内外でのつながりづくりの強化・

様々な活動主体との連携・協働を促進し、より多くの住民参加による自律的な地域運営

の実現を本業務の目的とする。 

 

3. 背景・課題 

 85 歳以上の人口割合は 12.3％で全国の市で最も高く（令和 2 年 8 月総務省公表資

料）、高齢化率（65 歳以上）は、48.57%でこの 10 年間で約 8％上昇している。また、

総面積は 477.53ｋ㎡で可住地面積は、143.91ｋ㎡もあり、人口密度が低く、中山間部

では特にその傾向は強い。また、1 自治会当たりの平均人口も 57 人（大分県平均 267

人）と極めて低く、このような背景が地域コミュニティの弱体化の要因になっている。 

 本市では、合併時の市町の 4地域、17の日常生活圏域、19行政区という地域単位を

使い分けて、行政と地域が共に地域課題解決の取り組みを進めているが、超高齢化の到

来、地理的条件、さらには毎年 460 人（この 5 年間の平均）の人口減といった状況の

中、将来を見据えた行政区ごとの住民自治の再構築が急務であり、それを検討する中で、

地域運営組織の設置を検証し、本市に適した地域運営の仕組みを確立しなければなら

ない。さらに、地域運営の課題としては、一部の高齢の男性リーダーを中心に地域運営

がなされている傾向にあるが、上記背景の中で、持続的・効率的に組織を運営するため

には、若者や女性も含め地域全体で役割分担をする必要がある。そのためには、リアル

な会議を増やすといった手法で地域を支える側に負担をかけるのではなく、例えば、ス

ケジュールや課題の共有といった業務を効率的に実施すためのツールを導入するなど

地域側のデジタル人材を育成することで、効率的に地域運営がなされるような仕組み

を検証していかなければならない。 



 また、自然減の抑制ができない状況の中、地域課題を地域内の関係者だけでなく、地

域外の出身者や地域に興味を持った人を巻き込んで地域づくりをする必要がある。地

域づくりに『移住』も重要な視点となる。 

 

4. 業務委託期間 

契約締結日翌日から令和６年３月２７日 

 

5. 業務内容 

 本業務を受託した者（以下「受託者」という。）は、以下の業務を企画、準備、調整、

運営及び実施することとし、それに係るすべての経費を受託者が負担することとする。 

 

 （１）地域コミュニティのデジタル化・デジタル人材育成 

ア 対 象 

明治地区を対象として実施することとし、具体的な参集範囲は、プログラム毎に

竹田市及び関係機関と協議の上、決定する。 

・明治地区（人口 600 名程度／世帯数 311 世帯／高齢化率 54.61％） 

・企画委員会（12名程度／地区内の代表者等） 

 ※明治地区は、令和 2 年 9 月に地域運営組織であるコミュニティひろばｉ－ｍ

ｅｉｊｉ（以下、i-meiji）が発足し３年目に至る。 

 ※i-meiji の地域計画書については、別紙のとおり 

イ 回 数 

四役会議及び企画委員会の運営支援を下記回数実施する。四役会議は、ＷＥＢ会

議を想定しているが、企画委員会は集合形式の会議（ワークショップも含む）を想

定している。また、企画委員会前に四役会議を実施する。 

・四役会議  ６回（四役含む関係者 6名程度の参加を想定）とする。 

・企画委員会 ６回（委員 12名程度の参加を想定）とする。 

 ※合意形成が難しい場合は、上記以上の回数に変更しても良いが、それに伴う委

託金額の増額は認めない。 

ウ 開催場所 

原則として、対象地域内の公民館等において実施 

エ 内 容 

   i-meiji の中心である企画委員会では、女性や若者が選出され、月に１回の会議

を開催している。仕事や家庭を持つ企画委員が多く、今後も事業を進めていく上で

対面の会議だけでなく、オンライン化が必須である。会議資料の作成や会議を円滑

に進めるための情報共有等従来の会議の運営方法をデジタル活用し効率的に実施

するための勉強会やデジタルコミュニケーションツールの検証及び導入における

支援を行う。また、導入後のケアーを行う。 

   デジタルコミュニケーションツール導入後のサポートフォローまでの四役会議

及び企画委員会のプロセスをコーディネートし、各会議をファシリテーションす

る。 

 企画委員会の内容については、下記を想定しているが竹田市と協議の上、協議の



内容を変更して差し支えない。四役会議は、企画委員会に向けた調整を行うことを

想定している。 

 

【i-meiji企画委員会／デジタルコミュニケーションツール導入スケジュール案】 

No 月 内容 備考 

1 5月 デジタル活用し効率的に実施するための勉強会  

2 5月 デジタルコミュニケーションツールの検証  

3 6月 デジタルコミュニケーションツールの導入  

4 7月 導入後のサポートフォロー  

5 8月 導入後のサポートフォロー  

6 9月 導入後のサポートフォロー  

オ 備 考 

   ・ 本業務着手に当たり、四役会議及び関係行政機関に対してあらかじめ全体プロ 

グラム及び各回プログラム案を提示し、内容を調整すること。 

・ プログラムにおいては、住民自ら主体的にアイデア交換ができるよう、先行事

例の提供を積極的に行うこととし、必要に応じて外部講師による講義を含める

こと。 

・ 住民合意形成においては、本業務の趣旨を踏まえ、実現性を重視した内容とな

るよう充分留意すること。また、実施段階において、本業務の趣旨の範囲内であ

れば、参加住民等の意見を尊重して柔軟にプログラムを変更して差し支えない。 

・ プログラムの変更に当たっては、竹田市とあらかじめ協議の上、承認を得るこ

ととし、必要に応じて契約金額を変更するものとする。 

 

（２）地域の情報発信支援（地域情報デジタル化支援） 

ア 対 象 

明治地区を対象として実施することとし、具体的な参集範囲は、プログラム毎に

竹田市及び関係機関と協議の上、決定する。 

・明治地区（人口 600 名程度／世帯数 311 世帯／高齢化率 54.61％） 

・企画委員会（12名程度／地区内の代表者等） 

 ※明治地区は、令和 2 年 9 月に地域運営組織であるコミュニティひろばｉ－ｍ

ｅｉｊｉが発足し３年目に至る。 

 ※i-meiji の地域計画書については、別紙のとおり 

イ 回 数 

四役会議及び企画委員会の運営支援を下記回数実施する。四役会議は、ＷＥＢ会

議を想定しているが、企画委員会は集合形式の会議（ワークショップも含む）を想

定している。また、企画委員会前に四役会議を実施する。 

・四役会議  ６回（四役含む関係者 6名程度の参加を想定）とする。 

・企画委員会 ６回（委員 12名程度の参加を想定）とする。 

 ※合意形成が難しい場合は、上記以上の回数に変更しても良いが、それに伴う委

託金額の増額は認めない。 

 



ウ 開催場所 

原則として、対象地域内の公民館等において実施 

エ 内 容 

（ア）地域情報サイト構築支援・運用支援 

地域内外のターゲット層を対象に、地域情報サイト（以下サイト）や SNS 

などの広報ツールを通じた情報発信、意見収集等を継続的に行えるプラット

フォーム機能としてのサイトの構築及びサイト利用者の拡大、そして利用者

の地域への愛着や誇り等を育むための独自提案及び実施。 

 

ａ．サイトの制作支援、運用支援 

現在運用準備している WEB サイト「暮らしい~明治」を活用し、地域の

魅力を「発信・発見できる場所」をつくるとともに、「誰かに伝えたい」と

いう気持ちを盛り上げ、興味を持った人の行動変容に繋げる場所となるよ

うなサイトを制作する。 

        ・webツール活用支援 

 

      ｂ．HP 等で発信する地域情報の整理支援（運用にあたっての常時サポート） 

        掲載内容については、下記を想定しているが企画委員会等で十分に協議 

  し、地域の情報サイトとして地域住民の意見を反映した内容とする。 

        企画委員会及び竹田市と協議の上、掲載内容を変更して差し支えない。 

        【WEB サイト「暮らしい~明治」掲載内容 案】 

        ・i-meijiの概要 

        ・広報誌 

        ・空き家情報（※竹田市移住WEBメディア「＋build.プラスビルド」と連携する） 

        ・地域年間行事 

        ・スケジュール（月ごとに表示） 

        ・教えて質問コーナー 

        ・Facebookや Instagram等 SNSと連動した仕組み 

    ・その他、企画委員会等地域が求める情報 

     

   ｃ．ＳＮＳ開設支援及びWEB サイトと SNSと連動した仕組みの構築 

    ・地域住民自らが地域情報や地域の暮らしを投稿できるように Facebook

や Instagram 等ＳＮＳの開設を支援する。また、WEB サイトと連動

した仕組みを作る。 

    （※地域住民自身もサイトを通じで、楽に楽しく投稿でき、地域に参加し

ているという気持ちになれるよう工夫すること。） 

 

 （イ）移住定住事業との連携 

    竹田市移住 WEB メディア「＋build.（プラスビルド）」を管理している

(一社)竹田市移住定住支援センターと十分に協議し、空き家情報を掲載 

すること。また、竹田市移住定住事業と調整をし、空き家の掘り起こし、 



地域カルテの作成、移住者交流会の開催情報も掲載すること。 

＋build.（プラスビルド）URL：https://taketa-iju.com/ 

 

 （ウ）企画委員会 

上記、（ア）～（イ）の構築から運用までのサポートフォローまでの四役

会議及び企画委員会のプロセスをコーディネートし、各会議をファシリテ

ーションする。 

企画委員会の内容については、下記を想定しているが竹田市と協議の上、

協議の内容を変更して差し支えない。四役会議は、企画委員会に向けた調整

を行うことを想定している。 

    

【i-meiji企画委員会／地域の情報発信支援スケジュール案】 

No 月 内容 備考 

1 10月 サイトの制作の検証及び勉強会  

2 11月 WEB サイト「暮らしい~明治」掲載内容の協議  

3 12月 ＳＮＳ開設支援及び WEB サイトと SNS と連動し

た仕組みの構築支援 

 

4 1月 移住定住事業との連携支援  

5 2月 デザイン作成支援・サイトの構築  

6 3月 運用支援・サポートフォロー  

 ※企画委員会の他、（２）地域コミュニティのデジタル化・デジタル人材育成で、導入し  

  たデジタルコミュニケーションツールを活用して、サポートフォローすること。 

  

 オ 備 考 

    ・ 本業務着手に当たり、四役会議及び関係行政機関に対してあらかじめ全体プロ

グラム及び各回プログラム案を提示し、内容を調整すること。 

・ プログラムにおいては、住民自ら主体的にアイデア交換ができるよう、先行事

例の提供を積極的に行うこととし、必要に応じて外部講師による講義を含める

こと。 

・住民合意形成においては、本業務の趣旨を踏まえ、実現性を重視した内容となる

よう充分留意すること。また、実施段階において、本業務の趣旨の範囲内であれ

ば、参加住民等の意見を尊重して柔軟にプログラムを変更して差し支えない。 

・ プログラムの変更に当たっては、竹田市とあらかじめ協議の上、承認を得るこ

ととし、必要に応じて契約金額を変更するものとする。 

        

6. 本業務における一般事項 

（１） 本業務は、本仕様書並びに諸関係法令を遵守し、竹田市の指示に従い、受託者

は連絡を密にして業務の進捗を図らなければならない。 

（２） 受託者本仕様書に基づき業務を遂行するほか、本仕様書に明記されていない事

項、あるいは当然補足すべき事項については、竹田市と協議するものとする。 

（３） 本業務に従事するものは、業務の遂行を十分に成し得る知識と経験を有する者



でなければならない。 

（４） 受託者は、本業務の遂行上知り得た事項及びその内容を第三者に漏らしてはな

らない。 

     

7. 業務委託料 

  業務委託の経費は、別途締結する委託契約書の規定に基づき支払うものとする。 

 

8. 成果物 

以下に示す成果物件を文書及び電子データで各一部委託者に提出すること。 

（１） 業務完了報告書については、事業の実施結果（開催日、内容、参加人数、会議

資料等）及び事業に要した経費内訳を記載することとし、詳細については、竹

田市と協議し決定すること。 

（２） 明治地区地域情報サイト運用マニュアル 

 

9. 仕様書の変更・追加 

この仕様書の内容については、委託者が必要と認める場合に別途協議のうえ、変更及 

び追加を行うことができるものとする 

 

10. その他 

（１）この仕様書に疑義がある場合には、事前に委託者に確認すること。 

（２）業務実施にあたり、事故等が発生した場合は、速やかに委託者に状況を報告す 

るとともに、適宜必要と考えられる措置を講じること。 

（３）各データの引き渡しについては、コンピューターウイルス対策について必要か 

つ十分な措置を講じること。 

  （４）この仕様書に記載されていない事項については委託者と協議のうえ決定する。 

（５）業務の履行に際して入手した情報、データ等の管理にあたっては適切な管理を 

行うこと。 

  （６）事業の実施については、竹田市と十分に協議すること。 

 

 

 

 

 


